
【表紙】
 

 
 

【提出書類】
 

有価証券届出書の訂正届出書
 

【提出先】
 

関東財務局長 殿

 

【提出日】
 

平成29年12月８日
 

【発行者名】
 

ラッセル・インベストメント株式会社
 

【代表者の役職氏名】
 

代表取締役社長兼ＣＥＯ　ジョン・アール・ムーア
 

【本店の所在の場所】
 

東京都港区赤坂七丁目３番37号　プラース・カナダ
 

【事務連絡者氏名】
 

小室　絵美
 

【電話番号】
 

03-5411-3500
 

【届出の対象とした募集内国投資信託
受益証券に係るファンドの名称】

 

ラッセル・インベストメント外国株式ファンド（ＤＣ向け）
 

【届出の対象とした募集内国投資信託
受益証券の金額】

 

１兆円を上限とします。
 
 

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。
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１.【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】
 
平成29年７月18日付をもって提出した有価証券届出書（平成29年９月29日付をもって提出した有価証券届
出書の訂正届出書により訂正済み。以下「原届出書」といいます。）の記載事項のうち、主要な関係法人
の異動に伴う訂正事項があるため、本訂正届出書を提出するものです。

 
 

２.【訂正の内容】
 
＜訂正前＞および＜訂正後＞に記載している下線部　　　は訂正部分を示し、＜更新後＞の記載事項は原
届出書の更新後の内容を示します。
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第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

１【ファンドの性格】

(1)【ファンドの目的及び基本的性格】

＜ファンドの特色＞

以下の内容に更新されます。

＜更新後＞
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(3)【ファンドの仕組み】

＜ファンドの関係法人および運営上の役割＞

以下の内容に更新されます。

＜更新後＞
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※各投資助言会社の投資助言に基づき、ラッセル・イン

ベストメント・インプリメンテーション・サービシー

ズ・エル・エル・シーが運用の指図を行います。

(注）上図は、平成29年12月８日現在のものです。上記の

運用会社は事前の告知なく随時変更され平成29年

12月８日現在のものと異なることがあります。

 

２【投資方針】

（参考）マザーファンドの投資方針

(5)マザーファンドで採用している運用会社（外部委託先運用会社／投資助言会社）

以下の内容に更新されます。

＜更新後＞
マザーファンドでは「マルチ・マネージャー運用」を行います。「マルチ・マネージャー運用」で
は、運用会社のパフォーマンス・運用状況等を継続的にモニタリングし、必要に応じて運用会社や
目標配分割合の変更を行います。なお、運用会社や目標配分割合の変更は、原則として事前の告知
なく随時行います。
平成29年12月８日現在、マザーファンドで採用している運用会社は以下のとおりです。
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(イ)商　　号：フィエラ・キャピタル・インク《米国》［投資助言］
※

投資助言内容：外国株式を対象としたグロース（成長）型の運用

(ロ)商　　号：モルガン・スタンレー・インベストメント・マネジメント・インク《米国》［投資

助言］
※

投資助言内容：外国株式を対象としたグロース（成長）型の運用

(ハ)商　　号：サンダース・キャピタル・エル・エル・シー《米国》［投資助言］
※

投資助言内容：外国株式を対象としたバリュー（割安）型の運用

(ニ)商　　号：ジャナス・キャピタル・マネジメント・エル・エル・シー《米国》

［投資助言］
※

投資助言内容：外国株式を対象としたバリュー（割安）型の運用

(ホ)商　　号：ニューメリック・インベスターズ・エル・エル・シー《米国》
委託内容：外国株式を対象としたマーケット・オリエンテッド型の運用

(ヘ)商　　号：ラッセル・インベストメント・インプリメンテーション・サービシーズ・エル・エ
ル・シー《米国》

委託内容：１）キャッシュ・エクイタイゼーション（流動資金の株式化）―即ち、運用資産の
内、流動資金を株式先物インデックスで運用することにより、ファンドを株式
に対してフル・エクスポージャーにし、運用効率を高める。

２）他の外部委託先運用会社の運用を補完して信託財産全体にかかる適切なポート
フォリオを実現することを目的とした、他の外部委託先運用会社の運用にかか
る部分以外の信託財産の一部についての運用。

３）他の外部委託先運用会社の変更に際しての、必要に応じた資産の移転管理およ

び一時的な運用。（トランジション・マネジメント
（注）

）
４）委託会社が必要と判断した場合における、信託財産の一部についての運用（他

の運用会社からの投資助言等に基づく運用を含む。）。
（注）マザーファンドで行うマルチ・マネージャー運用では、委託会社は運用会社のパ

フォーマンス・運用状況等を継続的にモニタリングし、必要に応じて運用会社や

目標配分割合の変更を行います。その際、運用の効率化を図りながらポートフォ

リオの組替え等を行います（当ファンド設定後に当初ポートフォリオを構築する

ことを含め、以下「トランジション・マネジメント」といいます。）。トランジ

ション・マネジメントを行う場合には、比較的短期の間に通常よりも多くの有価

証券等の取引が行われます。この間の意図せざる市場エクスポージャーや市場リ

スク、機会損失を最小限に抑えるため、委託会社は運用の指図に関する権限の一

部をラッセル・インベストメント・インプリメンテーション・サービシーズ・エ

ル・エル・シー（以下「ＲＩＩＳ」ということがあります。）に委託します。な

お、ＲＩＩＳは、トランジション時の市場エクスポージャーとリスクを管理する

ためのトレーディング戦略の策定とその実施に特化したブローカー業務も行って

おり、多くの場合、ＲＩＩＳは自社の当該部門をトランジション・マネジメント

にかかる有価証券等の取引のブローカーとして利用します。ＲＩＩＳはラッセ

ル・インベストメント グループの各社が世界各国で設定・運用する他のファンド

だけでなく同グループ外の顧客に対しても同様のサービスを提供しています。ト

レーディング戦略の策定とその実施の対価として同社に支払われる売買委託手数

料の総額は、運用報告書（全体版）の「利害関係人との取引状況等」においてＲ

ＩＩＳを利害関係人に準ずるものとみなして開示されます。

※各投資助言会社の投資助言に基づき、ラッセル・インベストメント・インプリメンテーショ
ン・サービシーズ・エル・エル・シーが運用の指図を行います。

なお、マザーファンドで採用する運用会社に関する最新の情報については、販売会社または委託会
社にお問い合わせ下さい。また、委託会社のホームページでも情報提供を行っております。

ラッセル・インベストメント株式会社
＜電話番号＞　0120－055－887（フリーダイヤル）

（受付時間は営業日の午前９時～午後５時）
＜ホームページ＞　https://www.russellinvestments.com/jp/
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第三部【委託会社等の情報】

第２【その他の関係法人の概況】

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

(3)外部委託先運用会社

以下の内容に更新されます。

＜更新後＞

(a)名称 (b)資本金の額 (c)事業の内容

ニューメリック・インベスター
ズ・エル・エル・シー

リミテッド・ライアビリ
ティ・カンパニーのため、
該当事項はありません。

 

金融商品取引法に定める外国の法令
に準拠して設立された法人として、
外国において投資運用業等を営んで
います。

ラッセル・インベストメント・イ
ンプリメンテーション・サービ
シーズ・エル・エル・シー

＜参考：投資助言会社＞

以下の各投資助言会社の投資助言に基づき、ラッセル・インベストメント・インプリメンテーション・
サービシーズ・エル・エル・シーが運用の指図を行います。

フィエラ・キャピタル・インク

モルガン・スタンレー・インベストメント・マネジメント・インク

サンダース・キャピタル・エル・エル・シー

ジャナス・キャピタル・マネジメント・エル・エル・シー
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